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序 章 調査研究の概要 

 
第１節 調査研究の目的 

急速に変化する社会情勢の下、要求される人材育成ニーズも多様化している。この

ような変化に的確に対応した職業能力開発を実施するには、従来に増して、訓練分野

の選定、訓練カリキュラムの設定、効果的な訓練準備、訓練効果の客観的な評価とい

った訓練実施プロセスの各段階に応じた仕組作りが求められている。その仕組作りを

行うためには、まず裏づけとなる広範囲な人材育成ニーズ等の実態に基づく、信頼性

の高い職業能力開発ニーズのデータが必要である。 
このため本調査研究では、全国的な視野に立ったニーズ調査と調査結果に基づくカ

リキュラムモデルの構築、また、これらの取りまとめを職業能力開発実施機関等へ情

報提供することを目的としている。 
なお、本年度は、その調査研究対象を建設分野としている。 

 
第２節 職業能力開発ニーズ検討委員会と調査実施 

 
２－１ 職業能力開発ニーズ検討委員会（建設分野） 

調査対象とした建設分野の専門家を委員として、以下のとおり 3 回の委員会を開催

した。 
なお、開催会場は 3 回ともに職業能力開発総合大学校起業・新分野展開支援センタ

ー（創業サポートセンター）である。 

 
(1) 第１回委員会 

開催日時 ： 2006 年 7 月 20 日 13：30～16：30 
議  題 ： 調査対象、調査方法の検討 

 
(2) 第２回委員会 

開催日時 ： 2006 年 10 月 30 日 10：00～16：30 
議  題 ： ・調査結果の把握 

・調査結果の分析 
・職業能力開発ニーズの検討 

 
(3) 第３回委員会 

開催日時 ： 2006 年 12 月 15 日 10：00～16：30 
議  題 ： カリキュラムモデルの構築 
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２－２ 調査実施 

調査対象は、日本標準産業分類（以下、「産業分類」という。）の中分類から「06 総
合工事業」、「07 職別工事業（設備工事業は除く）」、「08 設備工事業」、及び小分類から「805 
土木建築サービス業」、「904 建物サービス業」の 5 業種とした。 

調査の種類及び方法は、以下の(1)～(3)のとおりである。 

 
(1) 文献調査 

対象とした建設分野（業界）の人材動向や技術動向の全容を把握するために、各

種の政府統計資料や文献等による調査を実施 

 
(2) アンケート調査 

企業に求められる人材及び注目されている（有望な）技術を明らかにするために、

業界団体及び企業へ郵送による調査を実施 

 
(3) ヒアリング調査 

文献調査やアンケート調査結果の補完及び技術に関する具体的な情報収集のため

に業界団体及び企業へ訪問調査を実施 

 
２－３ 調査結果 

建設分野においては、公共事業の縮小により発注件数が減少し、土木建設をはじめ

として元請業者から下請業者以降の多業種の収益に影響を及ぼしている。また、ダン

ピングによる影響も大きい。 
しかし、このような状況下であっても、建築リフォーム工事業、電気通信・信号装

置工事業、建物サービス業といった一部の業種には成長がみられる。これらの成長要

因として、現在、建物が新設の時代からストックの時代へと移行しており、リフォー

ムやリニューアル及び建物メンテナンスといった事業需要が増していることや IT 化

の流れによって通信機器関連工事の需要が増していることなどがあげられる。 
企業が求める人材については、業界全体として土木・建築・設備といった施工管理

に係る職務が多い。また、次いで土木、建築の技術者や設計者の割合も高い。 

現状必要とされている技術については、新たな技術というよりも既存技術の組合せ

が多く求められている。また、注目されている技術については、「環境保全」、「安心安

全」といったキーワードのもとに、「有害物質への対策」、「建設廃棄物の処理と資源化」、

「耐震構造」が多くあげられている。このほか、ヒアリングからは、新しい市場や能

力開発が求められる技術分野として、「省エネルギー対策」、「土壌汚染対策」、「リフォ

ーム」、「現場の施工管理」、「マネジメント」、「建物の維持管理」、「医療福祉施設」等

への取組みが、今後の課題として多く言及されている。 

調査研究報告書　№136



 

－5－ 

第３節 構築したカリキュラムモデルの概要 

委員会において、調査結果を基にして職業能力開発ニーズを把握し、能力開発が必

要とされる各技術について、その重要性、人材育成の需要及び技術レベル（先進技術・

基礎技術）をワークショップ形式により検討・整理した。さらに、各技術の「現状及

び将来像」、「能力開発が見込まれる理由」、「能力開発が必要とされる業種（職務）」な

どの視点で整理を行い、在職者訓練カリキュラムモデルの構築を行った。以下に、カ

リキュラムモデルの概要を示す。 

 
３－１ 廃棄物の処理と資源化（建設業界における資源リサイクル）に関する技術 

訓練コース名 ： 廃棄物のリサイクル技術とリサイクル計画の実践技術 
概    要 ： 総合工事業、土木工事業に従事し、今後廃棄物のリサイクルを

行う者及び廃棄物のリサイクル商品の開発に従事しようとする

担当者又は管理者を対象に、「リサイクル関連制度」、「回収シス

テム」、「リサイクルの基盤技術」、「リサイクル計画」といった

建設廃棄物リサイクルに関する専門的知識・技術を習得する。 
 

３－２ 建築設備の診断・評価とリニューアルに関する技術 

訓練コース名 ： 建築設備の診断・評価とリニューアル 

概    要 ： 建築設備の診断、維持管理、運用に関わる実務技術者並びに建

築設備の省エネルギー設計等に関わる設備設計実務者を対象に

建築設備における診断・リニューアルの考え方を示し、各種の

診断手法と評価ごとに、よくある症状を取り上げ、診断からリ

ニューアルまでの具体的なプロセスを理解し、リニューアル提

案ができるノウハウを、実習を通して習得する。 
 

３－３ プロジェクトマネジメント（ＰＭ）に関する技術 

訓練コース名 ： 建設業におけるプロジェクトマネジメント手法の活用技術 

概    要 ： 建設プロジェクトマネージャー及びリーダー的役割を担う者を

対象に、国際基準のプロジェクトマネジメント手法である

PMBOK*1をベースとして、「重要事項」、「プロセス」、「建

設プロジェクトの特徴や現状と課題」といった内容を体系的に

習得する。また、ツールを用いた実習を通して、プロジェクト

の計画･遂行･管理方法を習得する。 
 

                                                   
*1 Project Management Body of Knowledge の略称：アメリカの非営利団体 PMI(Project Management 

Institute)が策定したモダンプロジェクトマネジメントの知識体系  
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３－４ 土壌汚染対策に関する技術 

訓練コース名 ： 土壌汚染対策技術 

概    要 ： 建設コンサルタント業、地質調査業、不動産業に従事する者を

対象に、「土壌汚染対策法」、「汚染状況の調査方法」、「土壌の修

復措置」といった土壌汚染の状況調査に必要な知識及び調査手

法を習得する。 
 

３－５ 耐震診断と補強に関する技術 

訓練コース名 ： (1) 木造住宅の耐震診断と補強技術 
(2) RC 造建築物の耐震診断と補強技術 

概    要 ： 木造住宅又は RC 造建築物の設計・施工・販売・経営に従事し、

今後、診断補強業務においてリーダーの役割を担う者を対象に、

「地震に関する知識」、「耐震診断手法」、「現地の調査方法」、「補

強技術」、「構造試験」といった既存建物の耐震診断と補強に必

要な技術を習得し、各診断補強技術を活用する職務が遂行でき

る能力を習得する。 
 

３－６ Ｗｅｂ ＧＩＳ（地理情報システム）に関する技術 

訓練コース名 ： 建設業における Web GIS（地理情報システム）活用技術 

概    要 ： 建設業に従事し、今後 Web GIS を導入しようとする者を対象に、

当該技術の活用事例を通して電子地図データを利用した Web 
GIS の仕組みを理解し、「当該技術の活用手法」、「シミュレ

ーション」といった効果的な運用技術を習得する。 
 

第４節 まとめ 

本調査研究では、建設分野の業界、人材及び技術の動向調査を行い、これらの調査

結果から、同分野における職業能力開発ニーズの検討を行い、能力開発が求められて

いる「技術」を選定した。また、選定した技術については、さらに当該技術に関する

調査を進め、具体的なカリキュラムモデルの作成を行った。 
調査については、各調査結果として得られた情報量及びその品質ともに、カリキュ

ラムモデルを構築する上では適当なものとなった。特に、文献調査、アンケート調査、

ヒアリング調査といった各調査に共通する調査項目については、いずれの調査におい

ても同様の回答が得られていることから、本調査結果の情報は、信頼性の高いものと

確信している。 
また、カリキュラムモデルの構築については、各調査結果の分析から能力開発が必

要とされている技術を把握することにより、当該分野で必要とされている 6 つの技術
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に対し、7 つのカリキュラムモデルを作成した。これらの技術は、新技術というよりも

既存技術やそれらの組合せによるものが多い。そのため、カリキュラムモデルの検討

段階においては、これらの技術に関する既存カリキュラムの有無を可能な限り調査し

た。その結果、独立行政法人雇用・能力開発機構（以下、「機構」という。）が作成し

た在職者訓練カリキュラムモデルの中に、これらの技術が取り上げられていることが

判明したため、それらを参考として、カリキュラムモデルの作成が進められた。 
このように、「建設分野における職業能力開発ニーズの把握」及び「カリキュラムモ

デルの構築」といった目標については達成されたが、今後の同調査研究のために、留

意すべき事項を以下にあげる。 

 
【調査に関する留意事項】 
(1) 調査期間に対する調査対象及び調査方法は、タイトなスケジュールとならないよ

う、そのボリュームについて十分な検討が必要である。 

 
(2) 大企業については人材育成体制が確立されており、能力開発支援の必要性はむし

ろ中小企業にあると推察されるため、調査対象には事業所規模も考慮すべきである。 

 
(3) 文献や統計資料といった既存情報を調査する際には、調査対象が不揃いな場合

（今回は産業分類の中分類と小分類を対象とした）、比較するための情報が得られ

ないこともあるため、対象相互が比較しにくくならないような、調査対象と調査

項目についての検討が必要である。 

 
(4) アンケート調査票などにおいては、複雑かつ設問数が多くならないよう、回答者

への負担を考慮した作成が重要である。 

 
【カリキュラムモデルの構築に関する留意事項】 
(1) 既存技術の利活用が多い調査結果から、在職者訓練に限らず離職者訓練等のカリ

キュラムモデルも検討すべきである。 

 
(2) 能力開発が求められる技術には、委員の専門性を超えるものもあるため、それら

に該当する他の専門家の協力が必要である。 

 
今後の調査研究においては、上記の留意事項を踏まえ、限られた期間の中で、効果・

効率的な調査が実施できるよう、調査対象の範囲や調査スケジュール等、事前に十分

な検討を行うこととする。 
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